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意 見 書 第三回定例会では、２件の意見書を可決し、10月15日に提出しました。

　厚生労働省によると、令和元年度の出産費用が正常分娩の場合、全国平
均額は約46万円で、室料差額等を含む費用の全国平均額は約52万4,000円
となっている。出産にかかる費用は年々増加し、費用が高い都市部では現
在の42万円の出産育児一時金の支給額では賄えない状況になっており、平
均額が約62万円と最も高い東京都では、現状、出産する人が約20万円を持
ち出している計算となる。
　国は、平成21年10月から出産育児一時金を原則42万円に増額し、23年度
にそれを恒久化、27年度には一時金に含まれる産科医療補償制度掛金分
３万円を１万6,000円に引き下げ、本来分39万円を40万4,000円に引き上げ
た。令和４年１月以降の分娩から産科医療補償制度掛金を１万2,000円に
引き下げ、本人の受取額を4,000円増やすとともに、医療機関から費用の
詳しいデータを収集し実態を把握した上で増額に向けて検討することとし
ている。
　一方、令和元年の出生数は86万5,234人で、前年に比べ５万3,166人減少

し過去最少となった。少子化克服に向け、安心して子どもを産み育て
られる環境を整えるためには、子どもの成長に応じた、きめ細かな支
援を重ねていくことが重要であり、一時金はその大事な一手であると
考えられる。
　少子化対策は、我が国の重要課題の一つにほかならず、子育てのス
タート期に当たる出産時の経済的な支援策を強化することは欠かせな
い。
　よって、本区議会は、国に対し、現在の負担に見合う形に出産育児
一時金を引き上げることを強く求める。

　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

　令和３年10月15日

▷宛先・・衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、厚生労働大臣

● 出産育児一時金の増額を求める意見書

　我が国の景気は、新型コロナウイルスの感染拡大の防止策を講じ、ワク
チン接種を促進する中で、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、景
気が持ち直していくことが期待される。ただし、内外の感染症の動向や金
融資本市場の変動等の影響を十分注視する必要があり、区民や小規模事業
者を取り巻く環境は依然として予断を許さない状況にある。
　このような中、現在、都が実施している固定資産税及び都市計画税の軽
減措置等は、区民生活の安定と、中小事業者にとっての事業の継続や経営
の健全化に大きな支えとなっており、今後も必要な措置であると考える。
　23区の固定資産税は、都区共通の財源であり、こうした軽減措置等の継
続は当区の財政運営にも影響を与えることになるが、都が軽減措置等を廃
止することになれば、区民や小規模事業者に与える影響は極めて大きく、
地域社会の活性化や地域の景気にも悪影響を及ぼす要因となることが強く
危惧される。

　よって、本区議会は都に対し、令和４年度以降の次の事項の継続に
ついて強く求めるものである。

　１　 小規模住宅用地に対する都市計画税を２分の１とする軽減措置
　２　小規模非住宅用地に対する固定資産税及び都市計画税を２割減

額する減免措置
　３　商業地等における固定資産税及び都市計画税について、負担水

準の上限65％に引き下げる減額措置

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。

　令和３年10月15日

▷宛先・・東京都知事

● 固定資産税及び都市計画税の軽減措置等の継続を
求める意見書（提出：区民生活委員会）
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９月補正予算　　一般会計補正予算総額　84億302万円
～コロナ禍から国民の命と健康を守り、生活を支える緊急対策の強化や、デジタル化の推進に取り組む経費～

●困窮する区民・事業者への支援 17億7719万円

●デジタル化の推進 9251万円

●その他の取組 2596万円

その他の費用
（用地購入・施設整備費補助等） 10億8496万円

●感染拡大の防止 35億9430万円
　・ワクチン接種体制の強化 35億466万円
　・ＰＣＲ検査体制の強化 8964万円

新型コロナウイルス感染症への対応 62億5661万円

●医療提供体制の充実 ７億6665万円
　・自宅療養者への支援 ２億2401万円
　・病院経営等への支援 ５億4264万円

区内中小企業への支援 10億6145万円
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10月補正予算　　一般会計補正予算総額　７億3417万円
～新型コロナウイルス感染症の自宅療養者への支援に要する経費～
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